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●執筆者プロフィール  小岩和男（こいわ  かずお）　

1982年中央大学法学部法律学科卒業後、東武不動産株式会社（東武鉄道グループ）に入社。以降、不動産営業を
経て人事総務業務に従事。2004年、社会保険労務士試験合格後独立。現在、日本橋人事労務総研代表・特定社会
保険労務士として、企業の労務顧問・講演・執筆業務で経営者を支援している。主な著書に『社員10人までの小さ
な会社の総務がよくわかる本』（明日香出版社）がある。

新型コロナウイルス感染拡大に伴って、企業はさまざまな対応を迫られてきました。
特に在宅勤務をはじめとするテレワークの普及によって、
社内規程を見直した企業も多いのではないでしょうか。
本稿では、パンデミック・非常時における社内規程の整備・管理の考え方とともに、
新型コロナウイルスをはじめとする感染症に罹

り

患
かん

した際の規程、テレワークや時差通勤など、
働き方にかかわる規程の整備のポイントについて解説します。

●執筆／日本橋人事労務総研・社会保険労務士小岩事務所代表  特定社会保険労務士  小岩和男
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感染症罹患時にかかわる規程

働き方にかかわる規程

非常時の社内規程整備・管理
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■■  

コ
ロ
ナ
禍
対
応
の
キ
ー
ワ
ー
ド
は

　 

「
柔
軟
な
環
境
整
備
」

　

二
四
時
間
体
制
で
ビ
ジ
ネ
ス
社
会
は
動
い

て
い
ま
す
が
、
企
業
現
場
で
は
、
交
代
制
勤

務
も
含
め
「
所
定
労
働
時
間
」
が
ル
ー
ル
化

さ
れ
て
い
ま
す
。九
時
～
一
八
時（
途
中
一
時

間
休
憩
）
等
は
典
型
的
な
働
き
方
で
す
が
、

こ
れ
ら
硬
直
化
し
た
労
働
時
間
制
度
に
柔
軟

に
対
応
す
る
た
め
、
労
働
基
準
法
で
認
め
ら

れ
て
い
る
「
変
形
労
働
時
間
制
や
み
な
し
労

働
時
間
制
等
」
の
自
社
で
の
実
施
可
能
性
を

探
る
の
が
ポ
イ
ン
ト
で
す
。
つ
ま
り
、「
時
間
」

と「
場
所
」
を
柔
軟
に
す
る
、
と
い
う
こ
と

で
す
。
実
は
こ
の
「
柔
軟
な
環
境
整
備
」
は
、

政
府
に
よ
る
、「
働
き
方
改
革
実
行
計
画
」（
二

〇
一
七
年
三
月
二
八
日
働
き
方
改
革
実
現
会

議
決
定
）（
図
表
1
）で
す
で
に
計
画
さ
れ
た
、

一
テ
ー
マ
に
ほ
か
な
ら
な
い
の
で
す
。
ま
さ

に
コ
ロ
ナ
禍
で
の
働
き
方
を
示
唆
し
た
も
の

と
い
え
る
で
し
ょ
う
。テ
レ
ワ
ー
ク
や
副
業・

兼
業
に
対
応
し
た
読
者
企
業
の
方
も
多
い
の

で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

　

一
方
、
従
業
員
の
意
識
を
知
る
こ
と
も
、

規
程
の
新
設
・
見
直
し
に
は
必
要
で
す
。
個

別
企
業
ご
と
に
多
少
の
違
い
は
あ
り
ま
す

が
、
内
閣
府
で
実
施
し
た
調
査
結
果
が
参
考

に
な
り
ま
す
。
テ
レ
ワ
ー
ク
を
含
む
柔
軟
な

働
き
方
の
状
況
、
減
少
し
た
通
勤
時
間
を
保

ち
た
い
と
の
希
望
等
が
わ
か
り
ま
す
（
図
表

2
・
図
表
3
）。

■■  

社
内
諸
規
程
の
新
設
・
見
直
し
を

　

コ
ロ
ナ
禍
で
社
会
経
済
状
況
は
一
変
し
ま

し
た
。
そ
れ
で
も
ビ
ジ
ネ
ス
社
会
は
、
不
可

抗
力
で
あ
る
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
を

取
り
な
が
ら
企
業
活
動
を
回
し
て
い
か
ね
ば

な
り
ま
せ
ん
。

　
「
企
業
は
人
な
り
」。
昔
か
ら
よ
く
い
わ
れ

る
フ
レ
ー
ズ
で
す
が
、企
業
に
と
っ
て
大
切
な

経
営
資
源（
人
材
）を
守
り
な
が
ら
活
動
を

継
続
し
て
い
く
に
は
、や
は
り
社
内
体
制（
ル
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ー
ル
）を
整
備
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

普
段
か
ら
、
リ
ス
ク
に
対
応
で
き
る
よ
う

な
ル
ー
ル
作
り
を
し
て
い
た
つ
も
り
で
も
、

形
骸
化
し
て
い
て
、
い
ざ
今
回
の
よ
う
な
緊

急
事
態
に
な
る
と
実
施
で
き
な
い
も
の
が
あ

る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
今
後
も
想
定
外
の
緊

急
事
態
が
起
こ
る
可
能
性
は
否
定
で
き
ま
せ

ん
か
ら
、
コ
ロ
ナ
禍
を
き
っ
か
け
に
、
自
社

の
諸
規
程
の
新
設
・
見
直
し
を
し
て
体
制
を

整
え
、
社
内
周
知
を
は
か
っ
て
い
き
ま
し
ょ

う
。

1

概要

（１） テレワークは、時間や空間の制約にとらわれることなく働

くことができるため、子育て、介護と仕事の両立の手段となり、

多様な人材の能力発揮が可能となる。副業や兼業は、新たな

技術の開発、オープンイノベーションや起業の手段、 第２の人

生の準備として有効。

（２） 他方、これらの普及が長時間労働を招いては本末転倒。

労働時間管理をどうしていくかも整理することが必要。ガイド

ラインの制定など実効性のある政策手段を講じて、普及を加速

させていく。

そのために、以下が必要。

① 雇用型テレワークのガイドライン刷新と導入支援

② 非雇用型テレワークのガイドライン刷新と働き手への支援

③ 副業・兼業の推進に向けたガイドライン等の策定

非常時には、社内体制を整備していく必要があります。
コロナ禍を機に諸規程を新設・見直していきましょう。

非常時の
社内規程整備・管理

柔軟な働き方がしやすい環境整備
（「働き方改革実行計画」の１テーマ）
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CHAPTER 1 非常時の社内規程整備・管理

2 経験した働き方とテレワークの実施状況

3 通勤時間の変化、継続

テレワーク実施率の高い、東京圏に居住している人の通勤時間が特に減少しており
　 今後も減少した通勤時間を保ちたい、との回答が約７割。

テレワークの実施率は業種別、雇用形態別、地域別で大きく異なる。

東京都23区

⾦融・保険・
不動産業 ⾮正規雇⽤

教育、
学習支援業 正規雇⽤

卸売業

製造業

公務員

運輸・通信・
電気等

建設業

全国

サービス業

23区

小売業

東京圏

農林漁業
⼤阪圏・名古屋圏

医療・福祉・
保育関係

地⽅圏

全体

東京圏
⼤阪圏・

名古屋圏

⼤阪圏・
名古屋圏

地⽅圏

東京圏

地⽅圏

⼤幅に減少（51％以上減少）

東京圏：東京都、埼⽟県、千葉県、神奈川県 ／ 名古屋圏：愛知県、三重県、岐⾩県
⼤阪圏：⼤阪府、京都府、兵庫県、奈良県 ／ 地⽅圏：三⼤都市圏以外の北海道と 36 県

出所：内閣府「新型コロナウイルス感染症影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（2020 年6月21日）

東京圏：東京都、埼⽟県、千葉県、神奈川県 ／ 名古屋圏：愛知県、三重県、岐⾩県
⼤阪圏：⼤阪府、京都府、兵庫県、奈良県 ／ 地⽅圏：三⼤都市圏以外の北海道と 36 県

● テレワーク（ほぼ100％）▶ 10.5%／ ● テレワーク中⼼（50％以上）▶ 11.0%／ ● 定期的にテレワーク（出勤中⼼：50％以上）▶ 6.9% 
● 基本的に出勤（不定期にテレワーク）▶ 6.1%／ ● 週４⽇、週３⽇などの勤務⽇制限 ▶ 11.2%／ ● 時差出勤やフレックスタイムによる勤務 ▶ 9.3% 
● 特別休暇取得などによる勤務時間縮減  ▶ 12.6%／ ● その他 ▶ 3.5%／ ● いずれも実施していない ▶ 41.0%

保ちたい

テレワーク

テレワーク

テレワーク
テレワーク中⼼で、

定期的に出勤を併⽤
テレワーク中⼼で、

定期的に出勤を併⽤

テレワーク中⼼で、
定期的に出勤を併⽤

出勤中⼼で、定期的に
テレワークを併⽤

出勤中⼼で、定期的に
テレワークを併⽤

出勤中⼼で、定期的に
テレワークを併⽤

基本的に出勤だが
不定期にテレワークを
利⽤

基本的に出勤だが
不定期にテレワークを
利⽤

基本的に出勤だが
不定期にテレワークを
利⽤

どちらかというと保ちたい どちらかというと保ちたくない 保ちたくない わからない

やや増加（6 〜 20％増加）

減少（21 〜 50％減少）

増加（21 〜 50％増加）

やや減少（6 〜 20％減少）

⼤幅に増加（51％以上増加）

おおむね変化ない（5％減少〜 5％増加）

わからない

　　　　　今回の感染症の影響下において、１週間の中で通勤にかける時間はどのように変化しましたか。質 問

　　　　　今回の感染症の影響下において、経験した働き⽅をすべて回答してください。質 問

業種別 テレワーク実施状況 雇用形態別 テレワーク実施状況

地域別 テレワーク実施状況

　　　　　現在の通勤時間を今後も保ちたいと思いますか。（通勤時間が減少したという回答者に質問 ）質 問

備考

35.9%

44.1%

40.0%

33.8%

38.2%

31.2%

16.8%

10.6%

10.5%

28.6%

31.7%

34.0%

32.7%

11.0%

9.4%

8.1%

33.7%

50.7%

8.4%

10.0%

14.1%

12.1%

40.4%

56.0%

64.9%

3.1%

13.2%

11.1%

7.9%

7.4%

1.6%

4.9%

5.8%

7.2%

10.2%

9.6%

5.3%

3.9%

4.9%

0.4%

0.8%

0.4%

0.3%

2.0%

1.4%

0.9%

0.5%

9.7%

8.2%

10.9%

9.2%

1.8%

1.5%

回答者
割合

備考

42.2%

34.6%

32.9%

26.0%

55.5%

48.9%

18.0%
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適
用
す
る
か
否
か
の
具
体
的
判
断
基
準
を
、

次
の（
２
）以
降
で
確
認
し
て
適
用
す
る
こ

と
が
ポ
イ
ン
ト
で
す
。

　
　
　
　
「
感
染
し
た
」従
業
員
の
休
業

▼
（
２
）「
都
道
府
県
知
事
の
就
業
制
限
」
の

　
　
　
　

場
合

　

実
際
に
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
感
染

し
て
、
都
道
府
県
知
事
が
行
う
就
業
制
限
に

よ
り
労
働
者
が
休
業
す
る
場
合
は
、
一
般
的

に
は
「
使
用
者
の
責
に
帰
す
べ
き
事
由
に
よ

る
休
業
」
に
該
当
し
な
い
と
考
え
ら
れ
ま
す

か
ら
、
休
業
手
当
を
支
払
う
必
要
は
あ
り
ま

せ
ん
。

　

な
お
、休
業
手
当
が
支
払
わ
れ
な
い
場
合
、

収
入
補ほ

塡て
ん

の
制
度
を
利
用
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。
社
会
保
険
制
度
（
健
康
保
険
）
か
ら

支
給
さ
れ
る
「
傷
病
手
当
金
」
で
す
。
条
件

を
満
た
す
こ
と
で
、
療
養
の
た
め
に
労
務
に

服
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
っ
た
日
か
ら
起

算
し
て
三
日
を
経
過
し
た
日
か
ら
、
直
近
一

二
か
月
の
平
均
の
標
準
報
酬
日
額
の
三
分
の

二
に
つ
い
て
、
補
償
さ
れ
る
手
当
金
を
利
用

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
従
業
員
の
生
活
保

障
の
観
点
か
ら
、
手
続
き
な
ど
を
フ
ォ
ロ
ー

し
万
全
を
期
す
こ
と
が
大
切
で
す
。

　
　
　
　
「
感
染
の
疑
い
」の
段
階
で

▼
（
３
）「
会
社
側
の
自
主
的
判
断
」で

　
　
　
　

休
業
さ
せ
る
場
合

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
へ
の
感
染
が
疑
わ

　 

従
業
員
を
休
ま
せ
る
場
合
の

■■ 

取
り
扱
い

    

（
休
業
手
当
・
特
別
休
暇
な
ど
）

　

感
染
症
関
連
で
従
業
員
を
休
ま
せ
る
場

合
、実
に
さ
ま
ざ
ま
な
ケ
ー
ス
が
あ
り
ま
す
。

実
際
の
感
染
者
・
感
染
の
疑
い
の
あ
る
者
・

従
業
員
側
の
自
主
判
断
で
休
む
者
の
対
応
、

事
業
休
止
・
営
業
自
粛
（
新
型
イ
ン
フ
ル
エ

ン
ザ
等
対
策
特
別
特
措
法
に
よ
る
協
力
依
頼

や
要
請
）
へ
の
対
応
、
年
次
有
給
休
暇
と
病

気
休
暇
の
取
り
扱
い
、
特
別
休
暇
制
度
の
新

CHAPTER

2 SO
U

M
U

 n
o 

M
A

N
U

A
L

SO
U

M
U

 n
o 

M
A

N
U

A
L

設
等
、
考
え
ら
れ
る
も
の
は
ル
ー
ル
化
し
て

お
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
い
ず
れ
も
従
業
員

の
賃
金
に
直
接
影
響
を
及
ぼ
す
も
の
だ
か
ら

で
す
。

　
　
　
　

休
業
期
間
中
の
賃
金
支
給
の

▼
（
１
）「
判
断
基
準
」

　
　
　
　
（
休
業
手
当
が
必
要
か
否
か
？
）

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
関
連
し
て
従
業

員
を
休
業
さ
せ
る
場
合
、
休
業
中
の
賃
金
の

支
払
い
（
休
業
手
当
）
の
義
務
が
あ
る
の
か

ど
う
か
判
断
に
迷
い
ま
す
ね
。
厚
生
労
働
省

公
開
の
Ｑ
＆
Ａ
で
は
、
個
別

事
案
ご
と
に
諸
事
情
を
総
合

的
に
勘
案
し
て
判
断
す
べ
き

と
記
載
が
あ
り
ま
す
。

● 

休
業
手
当

　

労
働
基
準
法
第
二
六
条
で

は
、
使
用
者
の
責
に
帰
す
べ

き
事
由
に
よ
る
休
業
の
場
合

に
は
、
使
用
者
は
、
休
業
期

間
中
の
休
業
手
当
（
平
均
賃

金
の
一
〇
〇
分
の
六
〇
以
上
）

の
支
払
い
義
務
が
あ
り
ま
す

（
図
表
4
・
5
）。

　

要
す
る
に
、
休
業
が
使
用

者
の
責
任
に
よ
る
も
の
か
ど

う
か
で
判
断
す
る
、
と
い
う

こ
と
で
す
。規
程（
例
）は
図

表
6
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

CHAPTER2では、従業員が感染症に罹患した際の
具体的な対応方法と、その規定化について解説します。

感染症罹患時に
かかわる規程

4

（例）自宅勤務などの方法により労働者を業務に従事させることが可

能な場合において、これを十分検討するなど休業の回避について通

常使用者として行うべき最善の努力を尽くしていないと認められた場

合には、「使用者の責に帰すべき事由による休業」に該当する場合と

なり、休業手当の支払いが必要となることがあります。

 
（注）使用者の責めに帰すべき事由に該当しない場合
　　 （＝不可抗力による休業）

不可抗力の場合は、使用者の責に帰すべき事由に当たらず、使用者に休業

手当の支払い義務はありません。ここでいう不可抗力とは、(1)その原因が

事業の外部より発生した事故であること、(2) 事業主が通常の経営者として

最大の注意を尽くしてもなお避けることのできない事故であることの 2 つの

要件を満たすものでなければならないと解されています。今回のコロナウイ

ルスは (1) に該当しますが (2) に該当するかどうかが判断基準になります。

使用者の責めに帰すべき事由による休業



　　　

て
い
る
か
ど
う
か
わ
か
ら
な
い
状
況
で
す
。

　

自
主
的
に
休
ん
で
い
る
場
合
は
、
通
常
時

の
病
欠
と
同
様
に
取
り
扱
う
こ
と
に
な
り
ま

す
の
で
、
休
業
手
当
の
支
給
義
務
は
あ
り
ま

せ
ん
。
一
方
で
、
発
熱
な
ど
の
症
状
が
あ
る

の
で
、
会
社
側
の
自
主
的
な
判
断
で
休
業
さ

せ
る
場
合
は
、
一
般
的
に
は
「
使
用
者
の
責

に
帰
す
べ
き
事
由
に
よ
る
休
業
」
に
当
て
は

ま
る
こ
と
に
な
り
、
休
業
手
当
を
支

払
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
　
　
　

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等

▼
（
５
）
対
策
特
措
法
適
用
に
よ
る

　
　
　
　
「
協
力
依
頼
、
要
請
等
の

　
　
　
　

営
業
自
粛
」で
の
休
業
の
場
合

　

業
種
に
よ
っ
て
は
法
令
等
に
よ

る
、
協
力
依
頼
、
要
請
等
に
よ
り
、

従
業
員
を
休
業
さ
せ
る
場
合
が
あ
り

ま
す
。
こ
の
場
合
も
従
業
員
の
不
利

益
を
回
避
す
る
対
応
が
求
め
ら
れ
ま

す
。

　

休
業
中
の
手
当
水
準
、
休
業
日
や

休
業
時
間
の
設
定
等
を
ど
う
す
る
の

か
労
使
の
話
し
合
い
が
必
要
で
す
。

繰
り
返
し
に
な
り
ま
す
が
、
こ
れ
ら

協
力
依
頼
や
要
請
な
ど
を
受
け
て
営

業
を
自
粛
し
、
労
働
者
を
休
業
さ
せ

る
場
合
、
不
可
抗
力
に
当
た
る
の

で
、
休
業
手
当
の
支
払
い
義
務
が
な

い
と
一
律
に
考
え
る
こ
と
は
で
き
ま

せ
ん
。
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れ
る
場
合
（
熱
や
咳
）
の
休
業
に
つ
い
て
は
、

「
帰
国
者
・
接
触
者
相
談
セ
ン
タ
ー
」、
そ
の

他
医
療
機
関
で
の
相
談
の
結
果
を
踏
ま
え
て

も
、職
務
の
継
続
が
可
能
で
あ
る
従
業
員
を
、

「
会
社
側
の
自
主
的
判
断
で
休
業
」
さ
せ
る

場
合
に
は
、
一
般
的
に
「
使
用
者
の
責
に
帰

す
べ
き
事
由
に
よ
る
休
業
」に
当
て
は
ま
り
、

休
業
手
当
を
支
払
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
　
　
　

発
熱
な
ど
が
あ
る

▼
（
４
）「
従
業
員
が
自
主
的
に
」

　　　　　　　
休
業
す
る
場
合

　

従
業
員
が
、
発
熱
な
ど
の
症
状
の
た
め
自

主
的
に
休
ん
で
い
る
場
合
、
休
業
手
当
の
支

給
義
務
が
あ
る
の
で
し
ょ
う
か
。
こ
の
場
合

は
、
ま
だ
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
感
染
し

　

協
力
依
頼
、
要
請
等
の
営
業
自
粛
で
の
休

業
は
、図
表
4
の（
１
）事
業
の
外
部
に
お
い

て
発
生
し
た
、
事
業
運
営
を
困
難
に
す
る
要

因
に
挙
げ
ら
れ
ま
す
が
、（
２
）に
該
当
す
る

に
は
、
使
用
者
と
し
て
休
業
を
回
避
す
る
た

め
の
具
体
的
努
力
を
最
大
限
尽
く
し
て
い
る

と
い
え
る
状
態
で
あ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

具
体
的
な
努
力
を
尽
く
し
た
と
い
え
る
か
否

か
の
判
断
例
は
次
の
通
り
で
す
。
し
た
が
っ

て
、
具
体
的
な
努
力
が
で
き
て
い
な
い
場
合

は
、休
業
手
当
を
支
払
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
例
】

 

●  

自
宅
勤
務
な
ど
の
方
法
に
よ
り
労
働

　

者
を
業
務
に
従
事
さ
せ
る
こ
と
が
可

　

能
な
場
合
に
お
い
て
、
こ
れ
を
十
分

　

に
検
討
し
て
い
る
か

 

●  

労
働
者
に
他
に
就
か
せ
る
こ
と
が
で

　

き
る
業
務
が
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず

　

休
業
さ
せ
て
い
な
い
か

　

と
い
っ
た
事
情
か
ら
判
断

　

な
お
、
今
ま
で
解
説
し
た
、
労
働
基
準
法

上
の
休
業
手
当
の
要
否
に
か
か
わ
ら
ず
、
経

済
上
の
理
由
に
よ
り
事
業
活
動
の
縮
小
を
余

儀
な
く
さ
れ
た
事
業
主
に
対
し
て
は
、
雇
用

調
整
助
成
金
（
雇
用
保
険
制
度
か
ら
）
が
、

企
業
が
支
払
っ
た
休
業
手
当
の
額
に
応
じ
て

支
払
わ
れ
ま
す
。
雇
用
維
持
に
努
め
て
い
る

企
業
を
助
成
す
る
制
度
で
す
。
読
者
の
企
業

で
も
申
請
さ
れ
た
と
こ
ろ
が
多
い
の
で
は
な

い
で
し
ょ
う
か
。

5 休業手当（平均賃金の100分の60以上）

6 使用者の責に帰すべき事由による休業規程（例）

第○○条（会社都合の休業）

　会社側の都合（※）により、所定労働日に従業員を休業させた場合は、休業 1日に

つき労働基準法第 12 条に規定する平均賃金の 6 割を支給する。この場合において、

1日のうちの一部を休業させた場合にあっては、その日の賃金については労働基準

法第 26 条に定めるところにより、平均賃金の 6 割に相当する賃金を保障する。なお、

両者とも、事情により当該規定額以上を支給することがある。
 ※ 会社側の都合かどうかは、本文中の（１）で判断する、ということです。

① 原則
　 休業期間初日の直前の賃⾦締切⽇からさかのぼる３か月間の
　 「賃金の総額 ※１」を「総日数 ※２」で除した賃金です。

② 最低保障（⽇給・時給・出来高給の場合）
 「賃金の締切日からさかのぼる３か月間の賃金の総額」を
 「その期間中に労働した日数」で除した金額の 60％

平均賃⾦額  ＝ 

最低保障額  ＝ 

　直前３か月間の賃⾦の総額（総支給額）　

直前３か月間の総⽇数（総⽇数）

　直前３か月間の賃⾦の総額（総支給額）　

直前３か月間の労働⽇数
× 0.6

※１ 「賃金の総額」とは、残業手当、住宅手当、通勤手当等の各種手当が含まれた税金等を控除する前の　　 
    総支給額です（臨時に支払われた賃金、３か月を超える期間ごとに支払われる賃金等 は除きます）。

※２  「総日数」とは、所定労働日数ではなく、暦の日数です。

※  賃⾦締切⽇がある場合

① と ② を比較して、高い⽅が平均賃⾦になります。

平均賃金とは？

出所：大分労働局パンフレット
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▼
（
６
） 

年
次
有
給
休
暇
と
自
社
の

　
　
　
　

病
気
休
暇
制
度
に
つ
い
て

　

感
染
の
疑
い
の
段
階
で
は
、
自
ら
の
意
思

で
有
給
休
暇
に
よ
り
休
む
従
業
員
が
多
い
で

し
ょ
う
。

　

こ
の
場
合
、
会
社
側
か
ら
一
方
的
に
一
律

に
年
次
有
給
休
暇
を
取
得
し
た
こ
と
と
す
る

取
り
扱
い
は
問
題
に
な
り
ま
す
。
年
次
有
給

休
暇
は
、
原
則
と
し
て
労
働
者
が
請
求
す
る

時
季
に
与
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
だ
か

ら
で
す
。
使
用
者
が
一
方
的
に
取
得
さ
せ
る

こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。　

▼
（
７
）
特
別
休
暇
制
度
等
を
導
入
す
る
場
合

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
で
、
法
定
の

有
給
休
暇
と
は
別
に
労
使
の
話
し
合
い
で
、

新
規
に
有
給
の
特
別
休
暇
制
度
を
設
け
る
企

業
も
出
て
き
ま
し
た
。
就
業
規
則
に
定
め
る

な
ど
で
周
知
し
て
い
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

特
に
配
慮
が
必
要
な
従
業
員
に
つ
い
て
は
特

段
の
定
め
を
し
て
お
く
こ
と
を
お
勧
め
し
ま

す
。
規
程
例
は
図
表
7
を
確
認
く
だ
さ
い
。

▼
（
８
）
就
業
禁
止
の
措
置
に
つ
い
て

　

二
〇
二
〇
年
二
月
一
日
付
で
、
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が
指
定
感
染
症
と
し

て
定
め
ら
れ
ま
し
た
。
し
た
が
っ
て
、
従

業
員
が
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
感
染
し
た

場
合
に
は
、
会
社
側
の
措
置
で
は
な
く
、
感

染
症
予
防
法
に
基
づ
い
て
、
都
道
府
県
知
事

が
当
該
従
業
員
に
対
し
て
就
業
制
限
や
入
院

の
勧
告
等
を
行
う
こ
と
に
な
り
、
そ
れ
を
根

拠
に
企
業
で
は
就
労
さ
せ
る
こ
と
は
で
き
ま

せ
ん
。
労
働
安
全
衛
生
法
第
六
八
条
に
基
づ

く
病
者
の
就
業
禁
止
の
措
置
の
対
象
で
は
な

く
、
感
染
症
予
防
法
に
基
づ
く
措
置
と
し
て

の
就
業
制
限
等
と
い
う
わ
け
で
す
（
労
働
安

全
衛
生
法
よ
り
も
感
染
症
予
防
法
が
優
先
さ

れ
ま
す
）。
感
染
症
予
防
法
に
よ
り
ま
す
か

ら
、
休
業
手
当
を
支
払
う
必
要
は
あ
り
ま
せ

ん
。
な
お
そ
の
際
の
収
入
補
塡
の
制
度
は
前

述（
２
）を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。
就
業
禁
止
規

程
は
、
感
染
症
予
防
法
、
労
働
安
全
衛
生
法

ど
ち
ら
に
も
対
応
で
き
る
よ
う
に
規
定（
図

表
8
）し
て
お
き
た
い
も
の
で
す
。

CHAPTER 2 感染症罹患時にかかわる規程
SOUMU no MANUAL

7

8

第○○条（特別休暇）
新型コロナウイルスの感染症による特別休暇として以下の日数を付与する。

ただし妊娠中の女性労働者、高齢者、基礎疾患 ( 糖尿病、心不全、呼吸器疾患等 ) を有する

労働者が申し出た場合はこの限りでなく、必要と認められる日数について付与する。

（１）新型コロナウイルスに感染した者と同居している従業員○日

（２）新型コロナウイルスに感染した恐れのある従業員○日

（３）上記の者と同居している従業員○日

（４）海外渡航、または都道府県間の移動をした従業員○日 

２ 新型コロナウイルスの感染症により、下記に該当する子の看護・世話を行うことが必要となった従業員

に対し、特別休暇として以下の日数を付与する。

（１）新型コロナウイルスに感染した子、または感染した恐れのある子○日

（２）新型コロナウイルスに関する対応として臨時休業等をした小学校等に通う子○日 

３ 新型コロナウイルスの感染症により、下記に該当する家族の看護・介護・世話を行うことが必要となった

従業員に対し、特別休暇として以下の日数を付与する。

（１）新型コロナウイルスに感染した家族、または感染した恐れのある家族○日

（２）新型コロナウイルスの影響により臨時休業等をした介護施設等を利用している家族○日

第○○条（妊娠中の女性労働者に対する措置）
新型コロナウイルスの感染防止のため、妊娠中の女性労働者が健康診査等を受け医師等から指導を受け

た場合は、その指導事項を守ることができるようにするために、休業、テレワーク、その他感染の恐れの

低い作業への転換等の対応を行うものとする。

第○○条（就業禁止）
次の各号のいずれかに該当する場合は、会社の指定する医師の意見を聴いた上で就業を禁止する。なお、

感染症予防法により就業制限となる場合にはそれに従うものとする。

（１）病毒伝播の恐れのある伝染性の疾病にかかった者

（２）心臓、腎臓、肺等の疾病で労働のため病勢が著しく増悪する恐れのあるものにかかった者

（３）前各号に準ずる疾病で厚生労働大臣が定めるものおよび感染症予防法による疾病になった者

（４）その他従業員の心身の状況により業務不能と判断したとき

（５）対象従業員に対し、公的機関から外出禁止（自粛）要請があったとき

２ 前項による就業禁止期間は無給とする。ただし、会社が必要と認めるときは、有給の特別休暇の付与、

または在宅等での業務を命ずることができる。また、前項各号に該当しない場合であっても、業務に適さな

いと判断した場合には、会社側で休業を命ずることがある。その場合は、就業規則第○○条（会社都合の

休業）を適用することがある。

特別休暇等規程（例）

就業禁止規程（例）
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CHAPTER

3

SO
U

M
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 n
o 

M
A

N
U

A
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SO
U

M
U

 n
o 

M
A

N
U

A
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感
染
防
止
に
向
け
た

■■ 

柔
軟
な
働
き
方
を
取
る
　
　

　

コ
ロ
ナ
禍
終
息
ま
で
社
業
を
ス
ト
ッ
プ
さ

せ
る
こ
と
は
事
実
上
困
難
で
す
。
い
か
に
柔

軟
に
す
る
か
、
法
令
で
認
め
ら
れ
て
い
る
も

の
を
中
心
に
自
社
で
の
適
用
可
能
性
を
探
り

規
定
化
す
る
こ
と
で
す
。

▼
（
１
）
テ
レ
ワ
ー
ク
の
導
入

　

感
染
防
止
に
は
、
テ
レ
ワ
ー
ク
（
在
宅
勤

務
等
）
が
有
効
で
す
。
今
回
新
規
導
入
に
踏

み
切
っ
た
企
業
も
多
い
こ
と
で
し
ょ
う
。「
情

報
通
信
技
術
を
利
用
し
た
事
業
場
外
勤
務
の

適
切
な
導
入
及
び
実
施
の
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
」（
二
〇
一
八
年
二
月
二
二
日
）
を
踏

ま
え
実
施
す
る
こ
と
が
ポ
イ
ン
ト
で
す
。
テ

レ
ワ
ー
ク
（
在
宅
勤
務
等
）
時
に
も
労
働
基

準
関
係
法
令
が
適
用
さ
れ
ま
す
が
、
労
働
時

間
管
理
に
特
段
の
留
意
が
必
要
で
す
。
条
件

を
満
た
す
こ
と
に
よ
り
、
労
働
基
準
法
に
よ

る
「
事
業
場
外
労
働
に
よ
る
み
な
し
労
働
時

間
制
」
を
適
用
で
き
、
所
定
労
働
時
間
労
働

し
た
こ
と
と
見
な
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

通
常
の
就
業
規
則
と
は
別
に
、
テ
レ
ワ
ー

ク
就
業
規
則
と
し
て
別
規
程
を
作
成
す
る
と

よ
い
で
し
ょ
う
。

　

在
宅
勤
務
等
の
労
働
時
間
、
通
勤
手
当
の

取
り
扱
い
、
各
種
費
用
負
担
、
セ
キ
ュ
リ
テ

ィ
等
に
つ
い
て
は
ト
ラ
ブ
ル
が
な
い
よ
う
明

確
に
規
定
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。
テ
レ
ワ
ー

ク
就
業
規
則
は
七
二
ペ
ー
ジ
図
表
9
で
記

載
例
を
載
せ
て
い
ま
す
。

▼
（
２
）
時
差
勤
務
、
変
形
労
働
時
間
制
の

　
　
　

  

導
入

　

会
社
へ
通
勤
す
る
場
合
、
通
勤
電
車
内
等

で
は
濃
厚
接
触
の
恐
れ
が
あ
り
ま
す
。
感
染

を
防
ぐ
に
は
時
差
通
勤
が
効
果
的
で
す
。
ま

た
、
従
来
か
ら
労
働
基
準
法
で
認
め
ら
れ
て

い
る
、
労
働
時
間
の
応
用
制
度
（
フ
レ
ッ
ク

ス
タ
イ
ム
制
度
・
一
年
単
位
変
形
労
働
時
間

制
）
を
活
用
す
る
の
が
有
効
で
す
。

①
時
差
勤
務

　

会
社
側
、従
業
員
側
で
そ
の
合
意
に
よ
り
、

所
定
労
働
時
間
の
範
囲
内
で
、
始
業
、
終
業

の
時
刻
を
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
自

社
の
就
業
規
則
に
適
用
で
き
る
旨
の
記
載
が

あ
れ
ば
、
即
対
応
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

自
社
の
就
業
規
則
に
新
た
に
導
入
す
る
場

合
は
、
時
差
通
勤
の
内
容
を
、
労
使
で
十
分

な
協
議（
合
意
）の
上
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。

時
差
通
勤
規
程（
例
）
は
、
七
三
ペ
ー
ジ
図

表
⓾
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

②
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム（
七
三
ペ
ー
ジ
図
表
⓫
）

　

時
差
勤
務
で
は
な
く
、
始
業
、
終
業
の
時

刻
を
従
業
員
の
決
定
に
委
ね
る
制
度
（
フ
レ

ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
）
も
効
果
的
で
す
。
こ
れ

は
、
一
日
の
労
働
時
間
帯
を
必
ず
勤
務
す
る

時
間
帯
（
コ
ア
タ
イ
ム
）
と
、
い
つ
出
社
・

退
社
し
て
も
よ
い
時
間
帯
（
フ
レ
キ
シ
ブ
ル

タ
イ
ム
）
と
に
分
け
る
も
の
で
す
。
コ
ロ
ナ

CHAPTER３では、働き方そのものを柔軟にする方法と
その規程（例）について解説します。

働き方にかかわる
規程

禍
を
き
っ
か
け
に
新
規
導
入
す
る
企
業
も
見

受
け
ら
れ
ま
す
。
導
入
条
件
は
、
就
業
規
則

等
に
、「
始
業
・
終
業
時
刻
を
従
業
員
の
決

定
に
委
ね
る
」
等
と
記
載
す
る
こ
と
が
必
要

で
す
。

　

ま
た
労
使
協
定
で
次
の
事
項
を
定
め
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

 

●  

対
象
と
な
る
労
働
者
の
範
囲

 

●  

清
算
期
間

 

●  

清
算
期
間
に
お
け
る
総
労
働
時
間　

  （
清
算
期
間
に
お
け
る
所
定
労
働
時
間
）

 

●  

標
準
と
な
る
一
日
の
労
働
時
間

 

●  

コ
ア
タ
イ
ム（
任
意
）

 

●  

フ
レ
キ
シ
ブ
ル
タ
イ
ム（
任
意
）

　

な
お
二
〇
一
九
年
四
月
の
法
改
正
で
、
フ

レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
の
清
算
期
間
の
上
限
が

一
か
月
か
ら
三
か
月
に
延
長
さ
れ
て
い
ま

す
。
自
社
の
状
況
を
踏
ま
え
、
ル
ー
ル
化
し

て
く
だ
さ
い
。

　

フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
規
程（
例
）は
、七
三

ペ
ー
ジ
図
表
⓬
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

③
一
年
単
位
変
形
労
働
時
間
制

　

一
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
と
は
、
一

年
以
内
の
変
形
期
間
を
平
均
し
て
一
週
間
当

た
り
の
労
働
時
間
が
四
〇
時
間
を
超
え
な
い

範
囲
内
で
、
一
週
に
一
回
の
休
日
が
確
保
さ

れ
る
等
の
条
件
を
満
た
し
た
上
で
、
労
働
日

お
よ
び
労
働
時
間
を
具
体
的
に
特
定
し
た
場

合
、
特
定
の
週
お
よ
び
日
に
一
日
八
時
間
・

一
週
四
〇
時
間
の
法
定
労
働
時
間
を
超
え
て
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第○○条（在宅勤務時の労働時間）

　  在宅勤務時の労働時間については、就業規則第○○条の定めるところによる。

２  前項にかかわらず、会社の承認を受けて始業時刻、終業時刻および休憩時間の変更をすることができる。

３  前各項にかかわらず、在宅勤務者については、次の各号に定める場合で会社が必要と認める場合は、就業規則○○条に規定

する所定労働時間勤務したものと見なす。

①  業務が従業員の自宅または会社が認める場所で行われる場合

②  情報通信機器が会社の指示により常時通信可能な状態でない場合

  （情報通信機器の接続を当該従業員に任せている場合）

③  業務が随時会社からの具体的な指示に基づいて行われていない場合

  （随時上司からの指示命令を受ける必要がある業務ではない場合）

 
第○○条（休憩時間）

　  在宅勤務者の休憩時間については、就業規則第○○条の定めるところによる。

 
第○○条（所定休⽇）

　  在宅勤務者の休日については、就業規則第○○条の定めるところによる。

 
第○○条（時間外および休⽇労働等）

　  在宅勤務者が時間外労働、休日労働および深夜労働をする場合は所定の手続きを経て所属長の許可を受けなければならない。

２  時間外および休日労働について必要な事項は就業規則第○○条の定めるところによる。

３  時間外、休日および深夜の労働については、給与規程に基づき、時間外勤務手当、休日勤務手当および深夜勤務手当を支給

する。

 
第○○条（欠勤等）

　  在宅勤務者が、欠勤をし、または勤務時間中に私用のために勤務を一部中断する場合は、事前に申し出て許可を得なくてはな

らない。ただし、やむを得ない事情で事前に申し出ることができなかった場合は、事後速やかに届け出なければならない。

２  前項の欠勤、私用外出の賃金については給与規程第○○条の定めるところによる。

 
第○○条（給与）

　  在宅勤務者の給与については、就業規則第○○条の定めるところによる。

２  前項の規定にかかわらず、在宅勤務（在宅勤務を終日行った場合に限る）が週に○日以上の場合の通勤手当については、毎月

定額の通勤手当は支給せず実際に通勤に要する往復運賃の実費を給与支給日に支給するものとする。

 （※実務ポイント）
在宅勤務日の増加によって、固定の通勤手当ではなく通勤費として実費精算に切り替えた企業も多いことでしょう。曖昧だとトラブ

ルになりますから、実施する場合は記載しておきましょう。

 
第○○条（費⽤の負担）

　 会社が貸与する情報通信機器を利用する場合の通信費は会社負担とする。

２ 在宅勤務に伴って発生する水道光熱費は在宅勤務者の負担とする。

３ 業務に必要な郵送費、事務用品費、消耗品費その他会社が認めた費用は会社負担とする。

４ その他の費用については在宅勤務者の負担とする。

 （※実務ポイント）

労働基準法第 89 条、「就業規則」の記載事項に「労働者に食費、作業用品その他の負担をさせる定めをする場合においては、こ

れに関する事項」があります。在宅勤務により従業員に費用負担させる場合には記載しておかないとトラブルのもと。必ず記載し

ておきましょう 。

 
第○○条（情報通信機器・ソフトウエア等の貸与等）

　 会社は、在宅勤務者が業務に必要とするパソコン、プリンター等の情報通信機器、ソフトウエアおよびこれらに類するものを

貸与する。なお、当該パソコンに会社の許可を受けずにソフトウエアをインストールしてはならない 。

２ 会社は、在宅勤務者が所有する機器を利用させることができる。この場合、セキュリティガイドラインを満たした場合に限るも

のとし、費用については話し合いの上決定するものとする 。

テレワーク就業規則（抜粋）（例）

出所：厚生労働省「テレワークモデル就業規則」を参考に筆者加工
※テレワーク就業規則については、『月刊総務 』2020年7月号で筆者が解説していますのでそちらもご覧ください。規程（全文）は「月刊総務オンライン」からダウンロードできます。
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CHAPTER 3 働き方にかかわる規程

更
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
ま
す
が
、
厚
生
労

働
省
か
ら
、
解
約
し
協
定
し
直
す
こ
と
は
可

能
と
の
見
解
が
出
て
い
ま
す
。
一
年
単
位
の

変
形
労
働
時
間
制
規
程（
例
）は
七
四
ペ
ー

ジ
図
表
⓭
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

④
人
事
異
動
（
出
向
・
配
置
転
換
等
）　

　

今
回
の
コ
ロ
ナ
禍
で
は
、
従
業
員
の
人
事

異
動
を
実
施
し
た
企
業
も
多
く
見
受
け
ら
れ

ま
し
た
。
人
事
異
動
を
す
る
こ
と
自
体
は
企

業
の
経
営
権
な
の
で
可
能
で
す
。
ポ
イ
ン
ト

は
ト
ラ
ブ
ル
回
避
の
た
め
、
可
能
性
が
あ
る

の
で
あ
れ
ば
就
業
規
則
に
記
載
を
し
て
お
く

こ
と
で
す
。
ま
た
従
業
員
の
同
意
を
取
る
こ

と
は
い
う
ま
で
も
あ
り
ま
せ
ん
。

　

さ
ら
に
、
従
業
員
の
就
業
場
所
の
変
更
に

つ
い
て
は
要
注
意
、
育
児
や
介
護
の
状
況
へ

の
配
慮
義
務
が
あ
る
か
ら
で
す
（
育
児
・
介

護
休
業
法
）。
雇
用
維
持
の
た
め
、
従
業
員

労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
制
度
で
す
。

　

今
回
の
コ
ロ
ナ
禍
で
は
、
業
種
に
よ
っ
て

は
人
手
不
足
の
た
め
に
労
働
時
間
が
長
く
な

る
場
合
や
、
事
業
活
動
を
縮
小
し
た
た
め
に

労
働
時
間
が
短
く
な
る
場
合
の
両
者
が
想
定

さ
れ
ま
す
。
対
応
す
る
た
め
に
は
新
規
に
一

年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
を
導
入
す
る
こ

と
を
検
討
す
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。
ま
た
す

で
に
導
入
し
て
い
る
場
合
、
そ
の
内
容
を
変

を
ほ
か
の
企
業
へ
出
向
さ
せ
る
場
合
も
そ
の

旨
の
記
載
を
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。
人
事
異

動
規
程（
例
）
は
、
七
四
ペ
ー
ジ
図
表
⓮
で

ご
確
認
く
だ
さ
い
。

⑤
副
業
・
兼
業

　

コ
ロ
ナ
禍
に
お
い
て
は
、
行
政
か
ら
の
休

業
・
時
短
要
請
等
で
、
そ
の
間
兼
業
・
副
業

を
す
る
従
業
員
も
見
受
け
ら
れ
ま
し
た
。
ま

ず
は
自
社
の
就
業
規
則
の
兼
業
・
副
業
ル
ー

ル
の
定
め
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。
七
四
ペ
ー

ジ
図
表
⓯
は
、
自
社
の
勤
務
時
間
「
外
」
で

副
業
・
兼
業
を
認
め
る
例
で
す
。
コ
ロ
ナ
禍

で
の
休
業
期
間
中
に
お
い
て
は
、
特
別
に
、

自
社
で
の
所
定
労
働
時
間
「
内
」
で
副
業
・

兼
業
を
認
め
る
の
で
あ
れ
ば
、就
業
規
則
の

新
設（
変
更
）を
し
て
お
か
な
い
と
ト
ラ
ブ

ル
に
な
り
ま
す
。

⑥
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

　

職
場
で
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
関
連
で

の
、
い
じ
め
・
嫌
が
ら
せ
等
も
見
受
け
ら
れ

ま
し
た
。
ウ
イ
ル
ス
に
感
染
し
た
こ
と
に
よ

り
人
格
を
否
定
す
る
よ
う
な
言
動
、
職
場
で

孤
立
状
態
に
す
る
、
ま
た
医
療
従
事
者
に
お

け
る
嫌
が
ら
せ
等
、
職
場
に
お
け
る
パ
ワ
ー

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
該
当
す
る
場
合
が
あ
り
ま

す
。

　

職
場
に
お
け
る
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

は
、「
労
働
施
策
の
総
合
的
な
推
進
並
び
に

労
働
者
の
雇
用
の
安
定
及
び
職
業
生
活
の
充

実
等
に
関
す
る
法
律
」 （
以
下
、労
働
施
策
総

合
推
進
法
）
の
改
正
に
よ
り
、
企
業
で
防
止

12

10

11

第○○条（適⽤労働者の範囲） 
　  第○○条の規定にかかわらず、○○部所属従業員にフレックスタイム制を適用する。

第○○条（清算期間および総労働時間） 
　  清算期間は 1か月間とし、毎月1日を起算日とする。

２  清算期間中に労働すべき総労働時間は、○○○時間とする。

第○○条（標準労働時間）
　  標準となる1日の労働時間は、○時間とする。

第○○条（始業終業時刻、フレキシブルタイムおよびコアタイム） 
　 フレックスタイム制が適用される従業員の始業および終業の時刻については、従業

員の自主的決定に委ねるものとする。ただし、始業時刻につき従業員の自主的決定に

委ねる時間帯は、午前 8 時から午前 10 時まで、終業時刻につき従業員の自主的決定

に委ねる時間帯は、午後３時から午後８時までの間とする。

２  午前 10 時から午後 3 時までの間（正午から午後１時までの休憩時間を除く）につ

いては、所属長の承認のない限り、所定の労働に従事しなければならない。

第○○条（その他）
　  前条に掲げる事項以外については労使で協議する。

第○○条（時差勤務）
　交通事情その他やむを得ない事情がある場合または業務上の必要性により、始業、

終業の時刻および休憩時間を変更することができる。この変更は、所定労働時間の範囲

内において実施する。

※ フレキシブルタイムやコアタイムは必ずしも設けなければならないものではありません。
コアタイムを設定しないことによって、労働者が働く日も自由に選択できるようにすること
も可能です。また、フレキシブルタイムの途中で中抜けするなどといったことも可能です。

出所：厚生労働省「フレックスタイム制のわかりやすい解説＆導入の手引き」

フレックスタイム規程（例）

時差通勤規程（例）

フレックスタイム

■ 通常の労働時間制度

必ず勤務しなければならない時間帯

いつ出社してもよい
時間帯

いつ退社してもよい
時間帯

必ず勤務しなければならない時間帯

■ フレックスタイム制（イメージ）

勤務時間 勤務時間休憩

休憩フレキシブルタイム フレキシブルタイムコアタイム コアタイム
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よ
る
退
職（
従
業
員
と
の
合
意
）、
解
雇（
従

業
員
の
同
意
が
な
い
会
社
側
か
ら
の
労
働
契

約
の
解
約
）
に
踏
み
切
っ
た
（
こ
れ
か
ら
踏

み
切
る
）
企
業
も
見
受
け
ら
れ
た
と
こ
ろ
で

す
。
解
雇
、
雇
い
止
め
等
は
非
常
に
ト
ラ
ブ

ル
に
な
り
ま
す
か
ら
、
特
段
の
留
意
が
必
要

で
す
。

　

や
む
を
得
ず
労
働
者
へ
の
退
職
勧
奨
を
検

討
す
る
場
合
、
退
職
勧
奨
に
応
ず
る
か
ど
う

か
は
あ
く
ま
で
も
従
業
員
の
自
由
で
あ
り
、

自
由
な
意
思
決
定
を
妨
げ
る
退
職
勧
奨
は
違

法
な
権
利
侵
害
に
当
た
る
可
能
性
が
あ
る
こ

と
に
留
意
す
る
こ
と
で
す
。
規
程
例
は
図
表

⓱
・
⓲
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

● 

解
雇
に
つ
い
て

　

従
業
員
の
同
意
を
前
提
と
し
な
い
会
社
側

か
ら
の
一
方
的
な
労
働
契
約
の
解
約
は
解
雇

に
該
当
し
ま
す
。

　

や
む
を
得
ず
労
働
者
の
解
雇
を
検
討
す
る

場
合
に
は
、
以
下
の（
ａ
）～（
ｅ
）に
留
意
が

措
置
を
取
ら
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
（
二
〇

二
〇
年
六
月
一
日
施
行
。
中
小
企
業
は
二

〇
二
二
年
三
月
三
一
日
ま
で
は
努
力
義
務
）。

規
程
例
は
図
表
⓰
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

⑦
解
雇
、雇
い
止
め（
要
注
意
）

　

コ
ロ
ナ
禍
で
は
、
従
業
員
の
雇
用
維
持
に

努
め
る
企
業
が
あ
る
一
方
で
、
退
職
勧
奨
に

16

14

13

15

第○○条（職場のパワーハラスメントの禁止）
　職務上の地位や人間関係などの職場内の優越的な関係を背景とした、業務上必要かつ相当な

範囲を超えた言動により、他の労働者の就業環境を害するようなことをしてはならない。

第○○条（人事異動）
　 会社は、業務上必要がある場合に、労働者に対して就業する場所および従事する業務の変更

を命ずることがある。

２  会社は、業務上必要がある場合に、労働者を在籍のまま関係会社へ出向させることがある。

３  前2項の場合、労働者は正当な理由なくこれを拒むことはできない。

第○○条（副業・兼業）
  従業員は、所定労働時間外において、他の会社等の業務に従事することができる。

２  会社は、労働者からの前項の業務に従事する旨の届け出に基づき、当該労働者が当該業務に

従事することにより次の各号のいずれかに該当する場合には、これを禁止または制限すること

ができる。

①  労務提供上の支障がある場合

②  企業秘密が漏えいする場合

③  会社の名誉や信用を損なう行為や、信頼関係を破壊する行為がある場合

④  競業により、企業の利益を害する場合

３  行政からの休業・時短要請等により、会社が認めた場合、所定労働時間内での副業・兼業を

認めることがある。禁止・制限基準は前項２の各号と同様とする。

第○○条（1 年単位の変形労働時間における労働時間および休憩時間）
　 従業員代表と1 年単位の変形労働時間制に関する労使協定を締結した場合、当該協定の適

用を受ける従業員について、1 週間の所定労働時間は、対象期間を平均して 1 週間当たり 40

時間とする。なお始業・終業時刻は、会社が毎年、労使協定で定めた起算日の 30 日前までに

作成する年間労働カレンダーによるものとする。

２ 1 年単位の変形労働時間制を適用しない労働者について、1 週間の所定労働時間は 40 時間、

1日の所定労働時間は 8 時間とする。

３ 1日の始業・終業の時刻、休憩時間は次の通りとする。

① 通常期間

始業　　午前○○時○○分

始業・終業時刻

始業・終業時刻 休憩時間

○○時○○分から○○時○○分まで

○○時○○分から○○時○○分まで

○○時○○分から○○時○○分まで

休憩時間

休憩時間始業・終業時刻

始業　　午前○○時○○分

終業　　午後○○時○○分

終業　　午後○○時○○分

終業　　午後○○時○○分

始業　　午前○○時○○分

② 特定期間（1年単位の変形労働時間制に関する労使協定で定める特定の期間をいう）

③ 1年単位の変形労働時間制を適用しない労働者の始業・終業の時刻、休憩時間は次の通りとする。

職場のパワーハラスメント規程（例）

人事異動規程（例）

1年単位の変形労働時間制規程（例）

副業・兼業規程（例）
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CHAPTER 3 働き方にかかわる規程

払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
（
労
働
基
準

法
第
二
〇
条
）。

（ｅ
）
事
業
主
に
は
、
離
職
す
る
労
働
者
の
再

就
職
支
援
を
援
助
す
る
な
ど
、
労
働
者
の
職

業
の
安
定
を
は
か
る
よ
う
努
め
る
責
務
が
あ

り
、
一
定
規
模
以
上
の
労
働
者
の
離
職
を
余

儀
な
く
さ
れ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
場
合
に

は
、
最
初
の
離
職
が
発
生
す
る
一
か
月
前
ま

で
に
「
再
就
職
援
助
計
画
」
を
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
に
提
出
し
、
認
定
を
受
け
る
必
要
が
あ
る

こ
と
（
労
働
施
策
総
合
推
進
法
第
二
四
条
第

一
項
・
第
三
項
）。
最
後
の
離
職
が
発
生
す

る
一
か
月
前
ま
で
に
、「
大
量
雇
用
変
動
の

届
出
」
を
提
出
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
（
労

必
要
で
す
。

　
（ａ
）
業
務
上
の
傷
病
に
よ
る
休
業
期
間
お

よ
び
そ
の
後
三
〇
日
間
や
、
産
前
産
後
の
女

性
の
労
働
基
準
法
第
六
五
条
の
規
定
に
よ
る

休
業
期
間
お
よ
び
そ
の
後
三
〇
日
間
は
、
解

雇
が
禁
止
さ
れ
て
い
る
こ
と
（
労
働
基
準
法

第
一
九
条
）。

（
ｂ
）上
記（
ａ
）
に
該
当
し
な
い
場
合
で
も
、

解
雇
は
、客
観
的
に
合
理
的
な
理
由
を
欠
き
、

社
会
通
念
上
相
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
な
い

場
合
は
、
そ
の
権
利
を
濫
用
し
た
も
の
と
し

て
、
無
効
と
さ
れ
る
こ
と
（
労
働
契
約
法
第

一
六
条
）。

　

さ
ら
に
厳
し
い
経
営
環
境
で
す
が
、
整
理

17
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解雇規程（例）

雇い止め規程（例）

第○○条 （解雇）

　 従業員が次のいずれかに該当するときは、解雇することがある。

① 勤務状況が著しく不良で、改善の見込みがなく、労働者とし

ての職責を果たし得ないとき。

② 勤務成績または業務能率が著しく不良で、向上の見込みがな

く、他の職務にも転換できない等就業に適さないとき。

③ 業務上の負傷または疾病による療養の開始後3年を経過して

も当該負傷または疾病が治らない場合であって、労働者が傷病

補償年金を受けているときまたは受けることとなったとき（会社

が打ち切り補償を支払ったときを含む）。

④ 精神または身体の障害により業務に耐えられないとき。

⑤ 試用期間における作業能率または勤務態度が著しく不良で、

労働者として不適格であると認められたとき。

⑥ 第○○条第○項に定める懲戒解雇事由に該当する事実が認

められたとき。

⑦ 事業の運営上または天災事変その他これに準ずるやむを得な

い事由により、事業の縮小または部門の閉鎖等を行う必要が生

じ、かつ他の職務への転換が困難なとき。

⑧ その他前各号に準ずるやむを得ない事由があったとき。

２ 前項の規定により労働者を解雇する場合は、少なくとも 30 日

前に予告をする。予告しないときは、平均賃金の 30 日分以上の

手当を解雇予告手当として支払う。ただし、予告の日数について

は、解雇予告手当を支払った日数だけ短縮することができる。

３ 前項の規定は、労働基準監督署長の認定を受けて労働者を第

○○条第○項第○号に定める懲戒解雇にする場合または次の各

号のいずれかに該当する労働者を解雇する場合は適用しない。

① 日々雇い入れられる労働者（ただし、1か月を超えて引き続き

使用されるに至った者を除く）

② 2か月以内の期間を定めて使用する労働者（ただし、その期間

を超えて引き続き使用されるに至った者を除く）

③ 試用期間中の労働者（ただし、14 日を超えて引き続き使用さ

れるに至った者を除く）

４ 第1項の規定による労働者の解雇に際して労働者から請求の

あった場合は、解雇の理由を記載した証明書を交付する。

第○○条（雇い止め）
  労働契約に期間の定めがあり、労働条件通知書にその契約を

更新する場合がある旨をあらかじめ明示していたパートタイム・

有期雇用従業員の労働契約を更新しない場合には、少なくとも

契約が満了する日の 30 日前までに予告する。

２ 前項の場合において、当該パートタイム・有期雇用従業員が、

雇い止めの予告後に雇い止めの理由について証明書を請求した

場合には、遅滞なくこれを交付する。雇い止めの後においても

同様とする。

解
雇
に
踏
み
切
ら
ざ
る
を
得
な
い
場
合
に
は

次
の
四
要
件
が
あ
る
こ
と
に
留
意
が
必
要
で

す
。【 

整
理
解
雇
に
つ
い
て 

】

　

整
理
解
雇
（
経
営
上
の
理
由
か
ら
余

剰
人
員
削
減
の
た
め
に
な
さ
れ
る
解

雇
）に
つ
い
て
は
、
裁
判
例
に
お
い
て
、

解
雇
の
有
効
性
の
判
断
に
当
た
り
、
次

の
四
要
件
が
考
慮
さ
れ
ま
す
。

（
１
）人
員
整
理
を
行
う
必
要
性

（
２
）で
き
る
限
り
解
雇
を
回
避
す
る
た

　
　

め
の
措
置
が
尽
く
さ
れ
て
い
る
か

（
３
）解
雇
対
象
者
の
選
定
基
準
が
客
観

　
　

的
・
合
理
的
で
あ
る
か

（
４
）労
働
組
合
と
の
協
議
や
労
働
者
へ

　
　

の
説
明
が
行
わ
れ
て
い
る
か

（ｃ
）
有
期
労
働
契
約
の
場
合
、
や
む
を
得
な

い
事
由
が
あ
る
場
合
で
な
け
れ
ば
、
契
約
期

間
中
に
解
雇
を
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
こ

と
。
期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契
約
を
結
ん

で
い
る
場
合
の
解
雇
よ
り
も
、
解
雇
の
有
効

性
は
厳
し
く
判
断
さ
れ
る
こ
と
（
労
働
契
約

法
第
一
七
条
第
一
項
）。

（
ｄ
）
使
用
者
は
労
働
者
を
解
雇
す
る
場
合
に

は
、
三
〇
日
前
に
予
告
す
る
か
、
三
〇
日
分

以
上
の
平
均
賃
金
（
解
雇
予
告
手
当
）
を
支
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で
、
そ
の
申
し
込
み
を
承
諾
し
た
も
の
と
見

な
さ
れ
る
こ
と
（
労
働
契
約
法
第
一
九
条
）。

 

●  

過
去
に
反
復
更
新
さ
れ
た
有
期
労
働

　

契
約
で
、
そ
の
雇
い
止
め
が
無
期
労

　

働
契
約
の
解
雇
と
社
会
通
念
上
同
視

　

で
き
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の　

 

●  

労
働
者
に
お
い
て
、
有
期
労
働
契
約

　

の
契
約
期
間
の
満
了
時
に
そ
の
有
期

　

労
働
契
約
が
更
新
さ
れ
る
も
の
と
期

　

待
す
る
こ
と
に
つ
い
て
合
理
的
な
理

　

由
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の

（
ｂ
）
有
期
労
働
契
約（
有
期
労
働
契
約
が
三

回
以
上
更
新
さ
れ
て
い
る
か
、
一
年
を
超
え

■■  

就
業
規
則
に
記
載
す
る
事
項

　

以
上
、社
内
規
程（
就
業
規
則
）の
記
載
例

と
記
載
ポ
イ
ン
ト
を
解
説
い
た
し
ま
し
た
。

い
ま
一
度
、
労
働
基
準
法
で
就
業
規
則
に
記

載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項
を
確
認
し
て

お
き
ま
し
ょ
う（
図
表
⓳
）。ア
ン
ダ
ー
ラ
イ
ン

部
分
が
今
回
の
解
説
に
か
か
わ
る
箇
所
で
す
。

就
業
規
則
に
記
載
す
る
事
項
に
は
、
必
ず
記

載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項
（
絶
対
的
必

要
記
載
事
項
）と
、各
事
業
場
内
で
ル
ー
ル
を

定
め
る
場
合
に
は
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
事
項（
相
対
的
必
要
記
載
事
項
）と
が
あ
り

ま
す（
労
働
基
準
法
第
八
九
条
）。こ
の
ほ
か
、

任
意
に
記
載
し
得
る
事
項
も
あ
り
ま
す
。

■■  

ま
と
め

　

世
界
に
ま
ん
延
し
た
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
禍
。
感
染
症
対
策
を
取
り
な
が
ら
の
社
業

で
す
。た
い
へ
ん
厳
し
い
状
況
で
は
あ
り
ま

す
が「
企
業
は
人
な
り
」。従
業
員
の
雇
用
維

持
に
努
め
て
い
る
経
営
者
を
支
援
し
て
い
る

筆
者
は
、い
つ
も
企
業
と
従
業
員
の「
信
頼
関

係
」
を
意
識
し
て
い
ま
す
。
今
回
の
諸
規
程

に
つ
い
て
は
、
な
ぜ
こ
の
規
程
が
あ
る
の
か

（
な
ぜ
変
更
す
る
の
か
）、そ
の
趣
旨
・
目
的

に
立
ち
返
る
こ
と
を
強
く
お
勧
め
し
ま
す
。

就
業
規
則
は
、
企
業
と
従
業
員
相
互
の
信
頼

関
係
の
上
に
成
り
立
つ
も
の
だ
か
ら
で
す
。

働
施
策
総
合
推
進
法
第
二
七
条
第
一
項
）。

● 

有
期
契
約
従
業
員
の
雇
い
止
め
に
つ
い
て

　

や
む
を
得
ず
有
期
契
約
従
業
員
の
雇
い
止

め
を
検
討
す
る
場
合
に
は
、以
下
の
点（ａ
）

（
ｂ
）に
留
意
が
必
要
で
す
。

（ａ
）有
期
契
約
従
業
員
か
ら
、労
働
契
約
の

更
新
の
申
し
込
み
が
あ
っ
た
場
合
、
当
該
従

業
員
の
雇
い
止
め
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
い

ず
れ
か
に
当
た
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に

は
、
使
用
者
が
雇
い
止
め
を
す
る
こ
と
が
、

客
観
的
に
合
理
的
な
理
由
を
欠
き
、
社
会
通

念
上
相
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
な
い
と
き
は
、

使
用
者
は
、
こ
れ
ま
で
と
同
一
の
労
働
条
件

CHAPTER 3 働き方にかかわる規程
SOUMU no MANUAL

て
継
続
し
て
雇
用
さ
れ
て
い
る
従
業
員
の
場

合
。
あ
ら
か
じ
め
当
該
契
約
を
更
新
し
な
い

旨
明
示
さ
れ
て
い
る
も
の
を
除
く
）
を
更
新

し
な
い
場
合
に
は
、
少
な
く
と
も
契
約
の
期

間
が
満
了
す
る
日
の
三
〇
日
前
ま
で
に
、
そ

の
予
告
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
（
有

期
労
働
契
約
の
締
結
、
更
新
及
び
雇
止
め
に

関
す
る
基
準
第
二
条
）。

　

な
お
、
有
期
契
約
従
業
員
の
解
雇
に
つ
い

て
、
使
用
者
は
、
や
む
を
得
な
い
事
由
が
あ

る
場
合
で
な
け
れ
ば
、
そ
の
契
約
期
間
が
満

了
す
る
ま
で
の
間
は
、
労
働
者
を
解
雇
す
る

こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

（
労
働
契
約
法
第
一
七
条
第
一
項
）。

19 就業規則に記載しなければならない事項

【 絶対的必要記載事項 】

（１）労働時間関係：

始業および終業の時刻、休憩時間、休日、休暇なら

びに労働者を２組以上に分けて交代に就業させる場

合においては就業時転換に関する事項

（２）賃金関係：

賃金の決定、計算および支払いの方法、賃金の締め

切りおよび支払いの時期ならびに昇給に関する事項 

（３）退職関係：

退職に関する事項（解雇の事由を含む）

【 相対的必要記載事項 】

（１）退職手当関係：

適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算お

よび支払いの方法ならびに退職手当の支払いの時期

に関する事項 

（２）臨時の賃金・最低賃金額関係：

臨時の賃金等（退職手当を除く）および最低賃金額に

関する事項

（３）費用負担関係：

労働者に食費、作業用品その他の負担をさせること

に関する事項

（４）安全衛生関係：

安全および衛生に関する事項 

（５）職業訓練関係：

職業訓練に関する事項

（６）災害補償・業務外の傷病扶助関係：

災害補償および業務外の傷病扶助に関する事項

（７）表彰・制裁関係：

表彰および制裁の種類および程度に関する事項

（８）その他：

事業場の労働者すべてに適用されるルールに関する

事項


